
 

 小さい子供を持つ親にとっては遊具がある公

園というのは非常にありがたい、あそこに連れ

ていくと時間があっという間に過ぎるというこ

とで非常にありがたがられておりました。今、

「使えなくて本当に残念だ」というふうに声が

かなり聞こえております。ですので、ぜひいろ

んな面から検討を重ねていただいて計画を示し

ていただきたいなと思っております。 

の公園を直すか、さらには遍照寺の東にあるい

ちょう公園ですか、そこも整備してそこに遊具

を置くかとか、いろんなケースを検討しました。

ただ、１つには、今、委員がおっしゃられるよ

うに450万円以上の借地料を払ってる都市公園

の遊園地なわけです。今まで幾ら払ってきたか

というふうなこともありまして、さかのぼられ

るだけさかのぼったところ１億1,000万円以上

ですか、払ってきているというふうな経過がご

ざいます。 

 私の質問は以上でございます。ありがとうご

ざいました。 

 （「何年から」の声あり） 

 ○平 英一財政課長 ちょっとそれはわかりませ

んけど、そういうこともありましたもんですか

ら、これはできるだけ早く買い取るか、もし神

社の都合で買い取りができないとすれば、都市

公園の面積から外してお返しするか、これをは

っきりさせるべきだということで、もし買い取

ることができるとすれば、あそこの公園の遊具

を整備するなりを検討した方がいいだろうとい

うふうなことで、今、商工観光課の方に検討を

進めてほしいというふうな状況であります。 

 大道寺 信委員の総括質疑 

 

 

○町田義昭委員長 次に、順位４番、議席番号４

番、大道寺 信委員。 

○４番 大道寺 信委員 我妻委員が５分ぐらい

縮めていただきましたんで、私もそのつもりで

質問させていただきたいと思います。 ＋
 私の方から通告してあります２点について質

問をさせていただきます。 ○町田義昭委員長 ３番、我妻 昇委員。 

○３番 我妻 昇委員 １億円超えるということ

でちょっとびっくりしたわけですが、相手もい

ることなんであんまり詳しくは触れませんけれ

ども、やはりあり方について、よくあやめ公園

を論ずるときに高台が話になるんですよね。必

ず昔の話が出てきます。ですので、決して公園、

遊具、都市公園というものを否定するわけじゃ

なくて、高台のあり方についてももう一回論じ

るいい機会ではないかなと。先ほどの観光協会

の今後の話、あやめ公園の今後の話と含めて高

台は今こういう現状なんだと、整備するにはこ

うなんだ、もしかすると代替用地という考えも

あるんだ、財政的に考慮するとこうなんだとい

うことをざっくばらんに協議をして、ある程度

の計画を持ってあやめ公園とともに高台も検討

していただきたいと思います。 

 まず第１点につきましては、生活排水事業に

ついてということでありますけれども、私は本

年３月定例会の一般質問で特定環境保全公共下

水道事業について質問いたしました。その際、

事業整備予定区域である五十川地区との話し合

いをお願いしてまいりましたけれども、これに

つきましては建設課から説明と質疑の場を持っ

ていただきましたので、まずもってお礼を申し

上げたいと思います。 

 さまざまな意見が出ましたけれども、担当の

方もお聞きになっておりますので、ここでは触

れませんけれども、ぜひ今後の運営に生かして

いただきたいと思いますし、今、地区として今

後の対応について話し合いをしておりますけれ

ども、さまざまな考えがありましてなかなか苦

慮してるようでございます。その点も含めて以
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＋

下の質問をさせていただきたいと思います。 

 まず第１点目ですけれども、公共下水道と農

業集落排水事業の加入率、この場合、水洗化率

と言うんでしょうか、普及率と言ってみたり水

洗化率と言ってみたり加入率と言ってみたりい

ろいろあるんですけれども、恐らく水洗化率と

いうことになるんだと思いますけども、これに

ついてお聞きをしたいと思います。 

＋ ＋

 平成19年度の主要な施策の成果報告書に公共

下水道事業の欄に記載されておりますように、

全体としては３年間は同じで推移をしておりま

すが、いわゆる特環を除きますと少しずつ上が

ってるようですので、今後の、特環はこれから

の問題ですので特環を除いた見通しはどのよう

に見ておられるのか、また農業集落排水の水洗

化率についてはどのようになってるのか、まず

建設課長にお伺いをしたいと思います。 

○町田義昭委員長 鈴木一則建設課長。 

○鈴木一則建設課長 お答えをいたします。 

 公共下水道の水洗化率ですが、成果報告書の

方にもございますが、少しずつ伸びておりまし

て、平成19年度末で81.9％となっております。

処理区域内の水洗化人口というのがございまし

て、考え方といたしますと、公共下水道の場合

は中央地区を中心としてエリアが指定されてお

りますので、その中の公共の下水道区域内の人

口の部分が今の人口増減を見ますと、中央地区

が減らない、それから例えば宅造など、ちょく

ちょくあいてるところが最近行われてますので、

そういう部分に人口が入ってきますと分子の部

分でありますその人口分がふえます。ふえるか

現状維持ということになりますけども、一番大

きな行政区域の分母になる行政区域人口が今ど

んどん減っておりますので、その分が結局、分

母が小さくなっていくということで、両方加え

れば少しずつはよくなっていくという見方をし

ております。 

 それから、農業集落排水事業の方でございま

すけども、水洗化率につきましては平均で90％

ちょうどでございます。今泉の方は96.5％、そ

れから大久保地区につきましては75.4％という

ふうな19年度末の結果でございます。 

○町田義昭委員長 ４番、大道寺 信委員。 

○４番 大道寺 信委員 81.9％、少しずつとい

うお話ありましたけど、ずっと見てみますとや

っぱり少しずつなんですね。あるところまで行

った時点では、なかなかその先進まないという

のが実態だと思うんです。確かに中央地区のも

う既に整備なったところに新しくうち建てる、

若い人が建てるといえば、それはふえますから

その分上がっていくんでしょうけども、従来の

世帯で、まだ水洗化してないところというのは

なかなか進まないというのが、これ実態だと思

うんです。 

 それから、農業集落排水について、やっぱり

大久保については依然75.4ということで、まだ

低いわけですよね。これ公共下水道と違いまし

て農業集落排水は恐らく皆さんから同意書をと

って、同意書というか、同意をとって、いわば

判こをいただいてやりましょうという事業です

から、本来同意した人は100％入ってもらわな

いといけないんだけど、75.4、ようやくここま

で来たということじゃないでしょうか、これず

っと前の推移から見ますと。そういう意味で言

いますと、やっぱり加入できない、加入しない

理由について、これも３月に質問を実はいたし

ましたけれども、建設課長から経済的理由が６

割、新築、増築予定があるということで２割、

浄化槽設置済みが２割という形が考えられると

いう答弁がありました。経済的理由というふう

にぼんと６割、一番大きいんですけど、そこに

出ているわけですけれども、この辺について、

まず例えば年代別にどうなんだろうとか、そこ

の経済的理由の大きな要因何だろうと、こうい

うことについて、もしわかればお答えをいただ

きたいと思います。 
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○町田義昭委員長 鈴木一則建設課長。 

＋

○鈴木一則建設課長 お答えいたします。 

 １つの事例として、ちょっと先にご報告をさ

せていただきたいと思います。下水道への未接

続の理由ということで全国の自治体の方にアン

ケート調査をしたものがありまして、そちらを

開きますと、95％以上の自治体が未接続の理由

として、「高齢世帯、低所得といった住民の家

庭事情」が１番に挙げられております。その次

に、「合併浄化槽、単独処理浄化槽で不便を感

じていない」という理由を挙げた自治体も82％

から90％ほどあると。やはり既に水洗化してい

る住民へのご理解をいただくというのは、また

大変難しいというふうな全国的な部分での問題

があると思います。 

 今、委員からお話ありました加入しない理由

ということで、３月議会のときに、あのときの

数字につきましては、長井市の方で以前に行い

ました公共下水道区域、中央地区を中心とした

ところのアンケートの結果をもとに、具体的な

アンケート結果というのは特環地域で行ってお

りませんので、そちらから傾向として数字を上

げさせていただいた内容でございまして、供用

区域内ですと４割の方が経済的困難、公共下水

道の場合は。それから３割の方が浄化槽を設置

しているというふうなこともございまして、さ

らには借家が15％というふうなことでありまし

た。特環地域の特性を考慮いたしますと、先ほ

ど委員がおっしゃられた経済的理由が６割、そ

れから増築、新築予定が２割、浄化槽設置済み

が２割ではないかというふうに考えております。 

 さきに述べました全国の自治体アンケートの

結果から見ましても、経済的な理由の95％が高

齢者世帯、低所得世帯となっておりますので、

当然ながら特定環境保全事業を行っている地域

につきましても経済的理由が６割と申し上げま

したけども、その部分のほとんどが高齢世帯と

いうふうな見方が妥当だというふうには考えて

おります。 

○町田義昭委員長 ４番、大道寺 信委員。 

○４番 大道寺 信委員 全国的な動きというか、

アンケート調査の結果も踏まえてのお答えいた

だいたんですけれども、やっぱりまさにそのと

おりだと思うんです。現実として、特にこうい

う地方都市は高齢者世帯がどんどんふえてきて

おりまして、そのことによる理由が非常に大き

いんだろうと思うんです。 

 そういう状況の中で、じゃあ、加入を促進す

るためにどういう対策を打つかと、これは非常

に難しいんではないかと思いますが、まずその

辺について建設課長からお聞かせをいただきた

いと思います。 

○町田義昭委員長 鈴木一則建設課長。 

○鈴木一則建設課長 お答えいたします。 

 公共下水道につきましては、工事施工時に地

域の方々に事業説明会ということで入らせてい

ただいております。それから受益者負担金とい

う制度がございますので、３年以内でございま

したらば無利子で、いわゆる分割方式でござい

ますけども、そのような形で１平米当たり325

円ということで、宅地に負担金の部分が該当す

るわけでございますけども、そちらが基準にな

るわけですが、そのような形でなっております

ので、３年を超えた場合、全額利子補給という

部分ができなくなりますということで、３％を

超えた部分からとなりますということで、早期

に受益者負担金を納めていただいて、加入をい

ただくようにお手紙の方を出させていただいて

いるというのが公共の方です。 

 それから、農業集落排水につきましては、委

員が先ほどおっしゃられたように導入時に同意

書ということで地域の皆さんからご同意をいた

だいて、いわゆる地元維持管理組合というよう

な形で組織づくりをしていただいておりますの

で、管理組合の総会時には一層の加入の促進を

お願いをしているところでございます。 
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 また、婦人研修会などをした際にも出向きま

してお話し合いをさせていただいておりますけ

ども、なかなかやっぱり今泉のように集中的な

部分とか、それから賃貸のアパートなどがあっ

た場合ですとある程度ぐっと数字上がるわけで

すけども、大久保地区のように中心から若干離

れたところの世帯につきましては非常にやっぱ

り加入という部分についてはちょっと鈍いとい

うことで、ここ数年は１件から３件程度の加入

というようなことで、先ほど水洗化率の数字が、

微々たるものですけども、少しずつですけども、

伸びているという部分では鈍いんですが、その

ような形になっているというところでございま

す。 

＋ ＋

○町田義昭委員長 ４番、大道寺 信委員。 

○４番 大道寺 信委員 先ほども説明というか、

お話ありましたように、やっぱり高齢者世帯が

非常にふえてるという、時間的な経過も、これ

見逃せないわけですよね。農業集落排水をつく

るとき同意をしたといっても、もう相当そこか

ら経過してますから、年数が。そのときは当然

判こをついたけども、今もう跡継ぎがいないか

らとても今できないよという人たちだって出て

くるわけです。 

 一方では、公共なり特環なりのところだって

ずっと時間が経過して、今までは来ないと言っ

たら急に来ると言ってみたり、そういう経過も

踏まえると、やっぱりどんどん年をとっていく

わけですから、年齢がいってですね。そうする

と、どうしてもやっぱり老人世帯だけになって

年金収入しかないとか、そういう人に、ぜひこ

ういうことですから入ってくださいと言っても、

なかなかそれは加入できないんじゃないかと思

うんですね。 

 これ後で受益者負担金の時申しますけども、

負担金だけじゃないわけですよ。結果から負担

金というのは、接続するとなれば一番かかるの

はトイレ改修の費用が100万円とか200万円、恐

らく200万円かかるんじゃないでしょうか。そ

ういう世帯にそこまでして、跡継ぎもいないか

らしたくないよりもできないんだという世帯と

いうのは相当多いんじゃないかと思うんですよ。 

 そこが非常に問題だというのが１つと、どう

しても先ほど言ったように計画が出てからずっ

と時間たってますので、やっぱり合併浄化槽で

早く整備した人はそこでもうやっちゃってるわ

けです。それで不便感じないというのも、これ

はもう当たり前のことと言えば当たり前なんで

す。そこで加入を上げようというのは、なかな

かこれは難しいところではないかというふうに

思いますけども、努力されてるのはわかります

けども、私は非常に難しいというふうに思って

るんですが、建設課長はどういうふうに思って

おられるでしょうか。 

○町田義昭委員長 鈴木一則建設課長。 

○鈴木一則建設課長 委員おっしゃられたとおり

非常に今の現状を分析いたしましても、そのと

おりだと思います。さらに人口の減少が考えら

れますので下水道の経営的にも非常に苦しさが

考えられますが、水洗化率は、先ほどちょっと

触れましたけども、パイがどんどん小さくなっ

てしまうと率は上がっていくという変なそうい

う形もあるんですが、最終的にそういう方々が

出たとしても一番最後に考えられるのは、やは

り高齢者、それから生活保護・援護の世帯の

方々がどうしても最後になってしまうというふ

うなことがあると思います。 

 ですので、まず100％というのは考えられな

いと思うんですが、80％からだんだん鈍くなり、

90％台になるとほとんどが、ほかの先進地など

を見ましても90％の前半ぐらいが天になってる

という部分は、やはりそういうふうな弱者の

方々の世帯の課題が非常にクリアできないとい

うふうな部分が多いというふうに考えておりま

す。これは私どもの方としてはまだまだ考えな

ければならないのですが、そういう場面になれ
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ば、やはり当然ながら将来的には市が工事費を

負担するなりというふうな支援策を含めて検討

していかないとならないのではないかというふ

うに思います。 

○町田義昭委員長 ４番、大道寺 信委員。 

○４番 大道寺 信委員 大体考えておられるの

は同じだと思いますが、そこでこれから特環が

本格的に入ってきますから、またこれ非常に難

しいところが出てくるんじゃないかと思うんで

すね、加入を促進するには。 

＋

 そこで実は公共下水道の場合、負担金という

言い方してますし、農業集落排水は分担金だっ

たんでしょうか、負担金、分担金の徴収という

のは問題があるんですが、これに対しては特に

高齢者世帯、いわゆる加入できない人から非常

に不満が出てるんですよね。受益者負担に関す

る条例によりますと、第10条の猶予、第11条の

減免には、そういう世帯で下水道に接続する意

思がない世帯を例えば猶予しますとか減免する

とかいう項目というか、そういうことは明記さ

れてないわけです。しかしながら、実態として

は猶予措置というものをしていると思うんです

が、そこはどういう扱いになってるのか、お聞

かせをいただきたいと思います。 

○町田義昭委員長 鈴木一則建設課長。 

○鈴木一則建設課長 お答えをいたします。 

 具体的な猶予措置というのはございません。

基本的に賦課をさせていただいた段階でお支払

いができないというふうなことにつきましては、

収入未済額というふうな形で扱いをさせていた

だいているというようなことでございます。 

 ちなみに集落排水事業につきましては、平成

17年までに全戸、受益者負担金につきましては

納入をいただいてますが、加入が進んでいない

という状況です。それから公共下水道の方では

33世帯になりますか、33件の方が現在未済額扱

いということで滞納者リストに挙がっているわ

けです。350万円前後だったと思いますけども、

それぐらいが今現在の滞納分になっているとい

うふうな状況ですので、具体的に10条と11条の

部分に該当させているというものといいますか、

今、委員おっしゃられたような高齢者世帯なり、

それから低所得世帯なりというような部分では

扱いの事例がないということでございます。 

○町田義昭委員長 ４番、大道寺 信委員。 

○４番 大道寺 信委員 扱いはしてないという

ことで、現実は払ってもらえないから猶予とい

う形になってるというふうに言った方がいいん

じゃないかと思うんですけども、さっき言った

ように会計上を見ますと収入未済扱いになって

るんですね。それで19年度を見ますと78万

7,900円、現年分で収入未済額、滞納繰り越し

で356万3,640円、さっき言っておられたとおり

ですね、33件ぐらいあるというお話です。これ

は恐らく土地にかけますから、不納欠損という

のはないわけですね。 

 これも不思議なんだけど、不思議なんだとい

うかじゃないんだけど、ずっと残っていくとい

うことですね、土地ある限り、人がいなくなっ

ても。その土地の所有者が変われば、息子さん

に遺産相続して変わったらその人に行くわけで

しょ、ずっと。そうすると払ってもらえない限

りは収入未済額でずっとそのまま行くというこ

とですね、これもまた非常に不思議な。かとい

って何としても取ってやるということにもなら

ないみたいな気もするし、そういう意味で非常

に、猶予措置しないと言いながら結果としてそ

ういうことになってるということについて、や

っぱりもう少しきっちりしなきゃいけないんじ

ゃないかなというふうに私は思うんです。 

 特に負担金の猶予についての第10条の定めで

ありますけども、第１号では、徴収を猶予する

ことが徴収上、有利であると認められるとき、

第２号では、災害や事故が生じたことにより負

担金を納付することが困難であるためやむを得

ないと認められるとき、第３号で、前号に掲げ
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＋

るほか、その状況にやむを得ないと認められる

ときとなっていますけれども、第３号でやむを

得ないと認められるときというのは、結局未済

額で残しとくということになるんでしょうか、

そういう解釈でよろしいでしょうか。 

＋ ＋

○町田義昭委員長 鈴木一則建設課長。 

○鈴木一則建設課長 お答えいたします。 

 実質的にそういう手続をとっているというこ

とで、今、委員おっしゃられた意味合いという

ふうにはならないとは思うんですが、基本的に

受益者負担金の、なぜ必要かというふうな議論

からすると、都市計画法上の中で事業に係る経

費について、受益を有する方々から平等に負担

をいただいて工事の進捗を図るという意味合い

が歴然としてありますので、これを基本的に、

不納欠損というふうな形でやっぱり取り扱うこ

と自体の理念ではちょっとなかなか難しさがあ

ると思います。ですので、非常に私ども苦しい

わけでございますけども、それを結局ご説明を

させていただきながら、少しずつですけども、

やはり皆さんからその分負担金をいただきなが

ら何とか解消していくという手だても少し、数

名の方ですけども、行っている部分はございま

す。お答えになるかですけど。 

○町田義昭委員長 ４番、大道寺 信委員。 

○４番 大道寺 信委員 さっき申し上げたよう

に、農集、大久保のところは75.4の水洗化率だ

けど、実際には分担金はもうすべていただいて

ますと。これ同意してるからそれで行きやすい

わけですよね、ぜひそういうことだからお願い

しますと。ところが、面整備の場合って、今度

特環に入る、一部公共も残ってますけど、そこ

は市としてこういう計画でいきますよと。もち

ろん議会でも承認したと言われればそうなんだ

けど、そうなると、結局おれはそういう事情で

言うと、もう跡継ぎもいないし、もうすぐ、も

うすぐという言い方失礼だけど、もう何年しか

ないからとってもそんなの払えないと。しかも

宅地に掛けるわけでしょ、325円掛けるわけで

すから、どんどん郡部に行けば宅地の面積は大

きいし、こういう問題も出てきたりして、その

辺に対して非常に不満が実はあるんですよ。 

 だからそこをさっき言ったように、そういう

答弁は正しいんだと思うんですよ。でも非常に

そこはわかりにくいんです。そういうことはし

てないと言いながら、結局お願いはするけども、

残念ながら払ってもらえませんというのがやっ

ぱり現状としてあると。これ今350万円、金額

で言うとそれぐらいあるわけですけど、これは

何も長井市だけじゃなくて全国的な動向のよう

なんですよ。インターネットなんか調べると、

そこが非常に問題になっているんだそうです。

でもそこを強引にするというところまでやっぱ

りどこもいかないんです。だとすれば、そうい

う事情があるところについては、当然もちろん

賦課しなければいけませんから、一番いいのは

賦課を猶予してくれという話になればいいんだ

けど、でも何かいかないそうですね。面で整備

してるっていうか、その土地にしてますから。 

 一番賦課しないで、自分が接続すると言った

ときに、使うと言ったときに改めて賦課すれば

それで済むかなと思ったんですけど、でも調べ

てみたら賦課はしないなんてことできないみた

いなんですが、だとすればやっぱりそこは現実

としてそういう世帯については、それは免除と

いうふうにはなかなかいかないんだと思うんで

すけど、免除は免除でまた規定あるわけですね、

生活保護世帯は、これは免除するとかとあるわ

けです。そういうことができればいいんですけ

ど、そこをやっぱり少し整理していかないと、

いつまでもそこがやっぱり不満として残ってて、

これってどうするんだろうと。 

 建設課に説明を求めますと、「それはそうい

うふうな決まりだからやっぱり負担してもらう

しかないんです」と、こういうことが延々と続

くんです。そこはぜひ、さっきから申し上げて
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いるように、これから大きい面積でいうと特環

の分、西根を含めてあるんですけど、そういう

世帯結構あると思うんですよ。そういうことを

踏まえると、そこはひとつ内規でもいいからあ

る程度のところをきちんと整備していただくと

いう検討が必要ではないかと思うんですが、そ

の辺についてのお考えをお伺いしたいと思いま

す。 

＋

○町田義昭委員長 鈴木一則建設課長。 

○鈴木一則建設課長 お答えいたします。 

 内規という形は、なかなかちょっと今の現在

のところは検討はしておりません。特環事業が

始まりまして整備が進んだところが大きくなっ

てまして、実際的に西根地区内でもそういう問

題が一部発生したところがございます。導入の

際はご理解をいただいたんですが、いざとなっ

た場合に、やはりそういうふうな負担というふ

うな部分では非常に困ったというようなところ

でございます。 

 なかなか条例以外で内規という部分でも、非

常にこの負担金の場合の性格上、面整備に係る

部分の経費という部分を平等にご負担をいただ

くというふうな趣旨からすると、何とかこちら

とすれば、歯切れが悪いんですが、やっぱりお

願いをし続けるということが１つと、それから

地域的に、集落排水事業のような形にはなりま

せんが、地域の方でもやっぱり推進をしていた

だくような母体をつくっていただくようなこと

も１つは考えなければならないかなというふう

な考えもありますが、事業的にいいますと、管

整備をしたらばすぐにでも加入をいただいて、

その事業効果を上げるというふうに私どもとす

ればやっぱり努力をしていくというようなスタ

ンスをしなければなりませんので、例えば内規

上、猶予をした場合に、それが広大な面積にな

ってしまって結局入らないというふうなことで、

事業自体に停滞といいますか、効率性が悪くな

るというふうなことでは、我々としても非常に

事業の趣旨が問われるというふうな考え方もあ

るかと思いますので、慎重に取り扱っていかな

ければならないことではないかというふうに思

います。 

○町田義昭委員長 ４番、大道寺 信委員。 

○４番 大道寺 信委員 わかるんですよ、おっ

しゃることはわかるんだけど、だけど、結果と

して、そう言われながら、いや、絶対それはお

れは払わないと頑張られれば結局残っちゃうで

しょ、未済額になっちゃうでしょ。頑張んない

で、じゃあ、地区の人も推進のお願いだって、

地区の人から、ぜひそういうわけだから負担金、

分担金、あなたたち払いなさいよというのは、

それは地区の人だってできないですよ、そうい

うことであれば。最初からそういう推進組織が

できてれば、皆さん、どうですかってなるんだ

けど、そうじゃないもんですから非常に苦労し

てるわけですよ。 

 だからそこのところを、じゃあ、ざっくり言

うと、そこは検討してみるということなのか、

ちょっとこれは市長にお伺しましょうか。本当

に大変なんですよ、実際に。そういう人がいる

んですよ。これからふえてくると思うんです、

時間も経過しますからね。だからそういう場合

に、いや、このままでとにかく頑張ってお願い

するしかないんだだけでいいのかどうかという

のを、もう少しその辺は検討していただく必要

があるんじゃないかと思うんですが、それにつ

いてお願いしたい。 

○町田義昭委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 大道寺委員がおっしゃることも

実態としては理解はできますけども、しかし、

そういう特例をつくってしまったら実際大変な

逆に問題になるんじゃないかと思っております。

あと特環自体が、なぜそういう判断したかとい

うことになりますよね。結局16年度に認めて17

年度からやってるわけですけども、もう少し行

政側として同意した地区の皆さんにきちんと説
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明をしなかったという、そういうところはある

かと思いますけども、一たん導入した以上は、

これは生活保護者の家庭とか、そういった一部

の定められた方以外は、これは特例はつくるべ

きじゃない、つくれないというふうに思ってお

ります。 

○町田義昭委員長 ４番、大道寺 信委員。 

○４番 大道寺 信委員 特例っておっしゃるん

だけど、特例なのかどうかって非常に微妙なと

ころなんですよ。現実の扱いとしてはそうなっ

てるところがあるわけです。さっき言ったよう

に、33件はそういうことで残ってるわけです、

お願いはしていきますけどね。だからそのこと

によってばあっとふえるんだということについ

ても、それもどうかわかりません。だけど、そ

このところをしなければ非常に難しいんです。 

＋ ＋

 例えば同意をとったとおっしゃるんだけど、

とってるところととってないところがあるんで

すよ。同意のとり方だってあるんです。特環で

私の五十川地区、同意なんてとってませんよね、

ないですよね、公共の部分はね。それは計画を

審議会で認めて議会であれして、そこがエリア

としてなるということですから、その辺も含め

てあるもんですから、これ実は正直言って「本

当おれたちどうなるんだ、払わないといけない

のか」という声は大きいんです。そこのところ

があるもんですから、ぜひその辺については、

難しいんだ、特例つくるんだとおっしゃるんだ

けど、そこはきちっともう一回検討をいただく

ということでもう一度話をしていただきたいと

思うんですが、建設課長、いかがですか、どう

いう格好になるか別にして検討はしなきゃいけ

ないと思うんですけど。 

○町田義昭委員長 鈴木一則建設課長。 

○鈴木一則建設課長 お答えいたします。 

 委員、先ほどからおっしゃっていただいたよ

うに、負担をいただく未納といいますか、そう

いう方がふえるというよりも、公共につきまし

てはそれ以上はふえません。特環につきまして

は、どちらかというと今、面整備ですので、ど

んどんそういう方がふえる可能性ありますが、

最終的には上限があるということで、整備をし

ていただければ、そのときにお支払いをいただ

くという形になれば、やっぱり減っていくとい

うような現象になると思います。ただ、制度的

に、今、市長もご答弁されたように、非常にか

なり難しい部分がございます。事業の進捗、そ

れから公共の面整備というふうな性格というよ

うなことをいろいろ考えますと、非常にどちら

かといいますと、整備を早く済ませて私どもは

効率を上げたいという部分がなかなか合う部分

というのが非常にやっぱり難しい、差があると

思います。 

 なお、今後もこの件につきましてはいろいろ

と事例などを参考に勉強させていただいて、何

らかの見解が出せればというふうな思いをして

おるところでございます。 

○町田義昭委員長 ４番、大道寺 信委員。 

○４番 大道寺 信委員 時間がちょっと迫って

きたんで、それはぜひお願いします。 

 それで視点を変えて、下水道事業会計という

視点からちょっとお伺いをしたいと思います。 

 ３点目の一般会計の繰出基準をどういうふう

な基準としてるのかということについて、財政

課長にお伺いしたいと思います。 

 ご案内のとおり徹底して削減をしてきたわけ

ですけども、いわば一部事務組合の負担金とか

分担金とか、そういうものもやっぱりいかに今

度少なくするかと、さっきの議論でも、ごみ減

らせばその分だけ負担金少なくなるんじゃない

かという議論もありましたし、過日、西置賜行

政組合で市長が管理者ですから他の町との分担

金の割合をどうするかという、これから協議し

たいというふうなことで苦労されてるわけです

が、なかなか簡単ではないと思うんです。この

公共下水道の特別会計に一般会計からの繰り出
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しが支出をされておりまして、平成19年度５億

6,200万円、20年度予算でも大体同額ですね、

農業集落排水で19年度7,620万円、平成20年度

でも7,520万円が計上されてますが、この繰出

金の額について何を基準にして決定をしてるか、

財政課長にお伺いをしたいと思います。 

○町田義昭委員長 平 英一財政課長。 

○平 英一財政課長 下水道会計、それから農業

集落排水事業の会計ともに地方公営企業法に準

じて運営しておるわけでございます。公営企業

会計につきましては繰出基準というものがござ

いまして、この繰出基準というのは原則として

地方公営企業の性質上、能率的な経営を行って

も、なおその経営に伴う収入のみをもって充て

ることが客観的に困難であると認められる経費

について繰り出すものということであります。 

＋

 詳しく申し上げますと、例えば下水道では、

水洗便所等普及費、それから高資本費対策経費、

それから分流式下水道に要する経費とか、こう

いったものについては一般会計で持つべきもの

だというふうなことであります。下水道会計で

ございますが、平成19年度の決算で５億6,230

万円を繰り出しております。この中で今申し上

げました公営企業法に準じた繰出基準というこ

とで申し上げますと、３億5,748万5,000円とい

うことになります。この５億6,230万円との差

額２億481万5,000円、これについては基準外繰

り出しということになります。この基準外繰り

出しはどういうわけで繰り出しているかという

ことになりますと、これは下水道会計は赤字に

できないことから、その分を一般会計から繰り

出す、そういうふうな中身でございます。 

○町田義昭委員長 ４番、大道寺 信委員。 

○４番 大道寺 信委員 今お話ありましたけれ

ども、基準に沿ってやれば３億5,700万円程度、

残り２億400万円については基準外ということ

で、これは赤字にできないからと、こういうこ

とであります。いろいろ調べておりましたら

2006年度までの全国の市町村で運営してる下水

道事業の赤字が10年間で７兆6,000億円に達し

たと、こういうことになってるんですね。イン

ターネットを見ると、もう「下水道、赤字」と

出すと、だあっとその話ばっかりなんですよ、

各市町村全部それで苦労してるんです、今。結

局何で穴埋めするかって、一般会計から穴埋め

するんです、してるんです。これは長井が例外

ではありません、全部そうです。ところが、こ

れだんだん一般会計が厳しくなってくるもんで

すから、そこをどうするかというのが今非常に

大きな問題になってるところがあるんですよね。

これ非常に今後ますます、さっきから出てるよ

うに人口は減少していく等々を含めて考えると、

下水道事業って大変だなって改めて感じている

んです。 

 ましてというか、さらに、いわゆる実質公債

費比率という新指標ですね、４指標のうちの１

つの実質公債費比率、これにもここの下水道の

ところが影響してくるんだと思うんですよ。そ

れで平成19年度23.6というのが出ました。この

中で公営企業というか、公共下水道にかかわる、

これはどれぐらい影響してるかということにつ

いて、多分影響してると思うんですが、これに

ついても財政課長からちょっとお伺いしたいん

ですが。 

○町田義昭委員長 平 英一財政課長。 

○平 英一財政課長 委員のおっしゃいますよう

に、実際、公営企業、公共下水道会計に繰り出

す中で公債費に当たっている部分もございます

ので、当然影響が出てまいります。23.6％とい

う３年平均の実質公債費比率のうち下水道会計

に対する繰り出し分ということでは4.7％を占

めます。要するに23.6のうち4.7が下水道繰り

出し分ということになりますので、これを除け

ば本当は20％を切ってるというふうな状況にな

っているわけです。 

○町田義昭委員長 ４番、大道寺 信委員。 

―２４１― 



 

＋

○４番 大道寺 信委員 恐らくこれでいくと、

一般会計、普通会計でいくと非常に指標として

はいい指標になってくるという皮肉な結果、一

体ですからしようがないと思いますけど、そう

いうことですよね。だから非常にこれ今後どう

いうふうにこれをしていくのかというのは大変

重要だなというふうに私は思ってるんです。 

＋ ＋

 そこで繰出金というのは、これからの展望で

は減少できるのかということについて、まず財

政側から中期展望ではどのようにこの繰出金が

推移をしてるように見ているのか、それをお聞

かせいただきたいと思います。 

○町田義昭委員長 平 英一財政課長。 

○平 英一財政課長 下水道会計に対する繰出金

につきましては、平成24年度までの中期展望に

おきましては、平成20年度分として５億6,150

万円ほど、これはことしの当初予算に計上され

ております。同じく農集会計については7,520

万円、21年度は下水道で５億6,560万円、農集

で7,880万円、22年度が５億900万円、農業集落

排水会計では6,970万円ほど、23年度が下水道

で５億7,520万円、農業集落排水会計では7,070

万円で、24年度が若干平準化債発行の関係で今

のところ予測しておりますのが７億3,553万

3,000円というのが下水道会計で9,170万円ほど

が農集会計というふうに予測しております。 

○町田義昭委員長 ４番、大道寺 信委員。 

○４番 大道寺 信委員 ほぼこの数年は同じよ

うな金額でいきますけども、平準化債を発行し

なきゃいけない、24年度は今度７億円超えると。

恐らくこれずっと前はピークで11億円なんてい

うときあったと思うんですけども、これ平準化

債でずっとならしてきて、後の世代にその辺は

負担してくださいという意味だと思うんですけ

ども、でも結局さっき言ったように、みんな実

質公債費比率にも影響し、当然そういうことか

らすると長井市全体の財政というところから見

ると、非常に今後の財政大変だという、これか

ら何とかしなきゃいけないというのは、そうい

うことだと思うんです。 

 そこで実質的には、さっき財政課長からあっ

たように赤字だという認識なんだと思うんです

よ。繰出基準で３億5,000万円は繰り出して一

般会計で見るべきだというところを除いても２

億は赤字ですと、こういうことだと思うんです

よね。そういうところからすれば、やっぱり明

らかにこれからの運営からいうと、受益者負担

をやっぱり大幅にふやさざるを得ない可能性が

あるんではないかと、増加させなきゃいけない

というふうに思うんですけれども、ましてこれ

からは逆に、一定の面整備を終わる、特環ある

いは公共を含めて終わるとすれば今度来るのは

何かというと、既に最初引いた本管の更新事業

が入ってきますよね。 

 これでいくと延々とかかってくるということ

になるんじゃないかと思うんですけれども、ま

して財政が大変厳しいというところからすれば、

ほかのところは一生懸命一般会計で削って、こ

こだけはそのまま温存というわけにいきません

から、そうなるとおのずと負担は受益者という

ところに行って、今でも値上げ、去年やったん

でしょうかね、使用料の値上げやりましたけど、

それでは済まないというところがやっぱり出て

くる可能性が高いんではないかと、こういうふ

うに思うんですけども、建設課長はどのように

思われますでしょうか。 

○町田義昭委員長 鈴木一則建設課長。 

○鈴木一則建設課長 お答えいたします。 

 今現在もいろいろ、先ほど財政課長からござ

いましたように、借換債の関係とか、それから

資本費平準化債の利用とかそのような制度が出

ておりまして、繰出金につきましても少しずつ

ですけども、負担のないようにというような制

度が出てきてます。 

 また、今お話あったように本管の老朽化など

で布設がえ工事などが出るんですが、改築更新

―２４２― 
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○町田義昭委員長 ４番、大道寺 信委員。 工事につきましても今までのように先行投資と

いうことでお金をかける部分ではなくて、具体

的に言えば、直近に利用者がいて、そこから改

修することで使用料が上がるというふうなとら

え方でございますので、100％稼働する部分で

ありますから、更新工事につきましては計画的

に負担のない計画をつくりながら更新工事をし

ていくということで、繰出金の大幅な増加とい

うふうな部分というのは抑えることができるん

ではないかというふうに考えております。 

○４番 大道寺 信委員 時間がちょっと迫って

いますので、この項で最後に市長にお伺いした

いんですけれども、質疑いろいろさせていただ

きました。やっぱり下水道というのは長井市全

体の財政にも大きく影響してると。これは前々

から私は申し上げてきてるんですが、恐らくこ

ういう状況、これからはある程度面整備という

か、先行部分が終わってくるということですか

らむしろこれからが勝負だと思うんですけども、

さっき言ったように全国的な非常に大問題にな

ってるわけですよね。いわば独立採算でやって

もらわなきゃいけないという分野だと思うんで

す。 

 また、国の補助対象範囲なども徐々に拡大を

しておりますし、さらには先ほど言いました起

債の関係の優遇措置なども出てきておりますの

で、大幅な減少ということにはならないと思い

ますが、幾らばかりかでも減少につながるもの

というふうに考えてはおります。 

 上水道は、もうご案内のとおり独立採算で、

ほとんど一般会計から繰り出さないで今、運営

できてるわけですね。そういう公営企業という

観点からいくと、それも含めて考えていかない

といけない、いわば一般会計と特別会計ですと、

特別会計だけ見れば繰り越し若干出るというこ

とですからこれは赤字じゃないなと、黒字に済

んでいるなと、表面だけ見ればそうなんですよ。

ところが、実質的には赤字ということなんです

ね。 

 さらに、受益者の負担が大幅に増加するので

はないかという話がございました。委員からお

話ありましたように、昨年、料金改定を行いま

して、昨年の７月からの分につきまして使用料

の増加をしております。その際9.7％という非

常に大きな金額でございました。ですが、今現

在でもこれを使用料に平均しますと鶴岡市さん

並みになってしまうと、これ以上上げてしまう

と。そういうような部分がありまして、この部

分は非常に慎重にいかなければならないという

ふうに考えております。ただし、長井市の公共

下水道計画としては事業量があと２年、特環に

つきましては25年までということで、公共につ

きましてはあと２年で終わるというふうな状況

でございますので事業量の伸びということにつ

きましては考えられませんので、その部分の受

益者の方の負担というような部分は考えられま

せんが、一般会計を含めて長井市全体というふ

うなことを考えると、いわゆる使用料なりの見

直しというのは当然ながらやっぱり避けては通

れない部分が今後出てくるというふうに考えて

おります。 

＋

 だからそこのところを考えたとき、これから

そういう上水道のように公営企業法にのっとっ

てやるんだということになるのか、それともや

っぱりきちっと赤字は赤字で表示していってい

くのかというところも含めて、その辺の検討を

やっぱりしなきゃいけないんじゃないかという、

そうじゃないと、どんどんこれに引っ張られる

ということになると、幾ら頑張ってもまだ財政

改善しないということにもなりかねないわけで

して、その辺についてどのようにお考えか、お

考えをお伺いしたいと思います。 

○町田義昭委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 公共下水道につきましては、大

道寺委員がご指摘のとおりですけども、しょせ

―２４３― 



 

＋

ん長井市みたいな小さいところは事業として成

立しないというふうに考える見方もあると思う

んですが、やはりこれから水のきれいな循環の

まちということを考えた場合、長井でもやっぱ

りやんなきゃいけないと。これはいたし方ない

と。 

＋ ＋

 そこで委員のご指摘の件でありますけども、

例えば山形とか南陽の方は実質、公営企業会計

でということを検討してるそうでありますけど

も、例えば両市の場合は流域下水道が入ってる

んですね、県の方の。そんな関係で処理場や幹

線管路の資本費の部分、あるいは管理運営の方

を県が行っているという利点があるんですね。

私どもの場合は単独でやっておりますので、そ

ういった難しさはあるだろうなと思います。い

ずれにしても、下水道事業を公営企業で運営し

ていくということであっても下水道の赤字体質

というのが、あるいは高い資本費の問題は避け

て通れないということで、かなり難しいと思い

ます。 

 結果として、じゃあ、特別会計でいくのか、

公営企業会計でいくのかということであります

けども、まず経営方針としては公営企業会計の

精神でやっぱりいかなきゃいけないと。ただし、

事業のことを考えると、汚泥の処理など、ある

いは流域の下水道を中心に市単独じゃなくて、

これも行政の広域化で管理運営の部分を例えば

置賜一本でやっていくとか、そういった工夫も

考えられるんではないかなというふうに思って

おりまして、まず当面は特別会計でいって、そ

してできるだけ管理の部分で広域でやってコス

トを削減するという努力をしながら、まず繰出

金を減らしていくという努力をしなきゃいけな

いと思ってます。 

○町田義昭委員長 ４番、大道寺 信委員。 

○４番 大道寺 信委員 それはそういう検討、

今のところそういうことで行くしかないかなと

私も思います。ただ、一番重要なのは、さっき

言ったように特別会計ですと、そのまま行きま

すと赤字じゃないというふうに誤解を受けるん

ですよ。だからそこは収支を市民に毎年きちっ

と開示していかないといけないと思うんです。

そこをやらないと、これはここにも書いてある

んですけども、下水道事業の財務諸表は個別に

作成してないもんだから、市民、住民は全然知

らない間に赤字が上積みしていくというところ

が一番大きな問題になってるようなんですよ。 

 さっき建設課長といろいろやりとりしたんで

すけども、そこを理解いただかないと、ほかの

ところよりも高くなるからここで抑えとけとい

う使用料のやり方やると、みんな後に送ってっ

て積み増しして、あと一般会計で出すしかない

という、ちょっと変なことになるんじゃないか

と思うんです。少なくともそういうところは市

民に明らかにしていくということを、まず最低

限やっぱりやっていく必要があるんだろうと、

こういうふうに思いますので、よろしくお願い

申し上げたいと思います。 

 あと５分までですからそのまましていいです

か、５分まで、私。いいですか、終わりますか

らここで。 

○町田義昭委員長 続けてください。 

○４番 大道寺 信委員 じゃあ、済みません。 

 ２番目の学校給食の関係なんですけども、時

間ありませんので、大変調理場長、申しわけな

いです、１番、２番ちょっとカットさせていた

だいて。そこも重要なんですけど、３番目で、

これは鈴木悟司議員が一般質問の中で質問した

内容なんですけども、ここをぜひもう一度確認

の意味含めて質問させていただきたいと思いま

す。 

 学校給食会って非常にわかりにくいというよ

りも、県の外郭団体なのか、財団法人というこ

となんですけども、会長が山形県の教育長がや

っておられるということですからそういう組織

なんだろうと思うんですけども、それを利用し

―２４４― 
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なきゃいけない理由って、ずっと長年続いてき

ましたからそれを私もよく理解はできないんで

すけども、多分昔からやってますから食材の安

定供給のためという組織でそのまま来たんだろ

うと思うんです。そういう歴史だろうと思うん

ですけども、しかし、今般のいわゆる委託炊飯

の関係で安城本店さんが廃業しますと、こうい

う話になりまして、それで鈴木悟司議員も質問

したんですけれども、その中での回答では、委

託業者の選定は学校給食会がやるから今のとこ

ろ長井市の教育委員会に何も通知ないから今検

討してるところでしょうと、こういうお話だっ

たんですね。恐らく置賜の近隣の学校給食会の

委託炊飯指定工場、ここから選定されるんだろ

うと、こういう話だったんですね。 

＋

 それで安城本店さんは、風林堂さんが今やっ

ておられますから、ここで何とかかわりにやっ

てもらえないかと言ったら、これはできないと

お断りになられたということなんですけども、

安城本店さんの意向は、現在これに携わってお

られる方、従業員４名おられるというふうに聞

いております。できれば、これは廃業するとい

うことで話してるんで、自分たちで職を、ちゃ

んと身の振り方考えてもらいたいということは

言ってあるということのようなんですけれども、

何とかこの事業を継承して従業員も引き受けて

もらえるところがないだろうかと、こういうこ

とで苦慮されているというような話もお伺いを

しております。当然子供たちにも温かいご飯食

べさせたいということもあるとすればというよ

りも、できるだけそうしたいということで、で

きれば長井市内で引き受けてくれるところない

だろうかと、あるいはできるだけ近いところの

業者できないだろうかと、こういうふうなこと

だと思います。 

 それで、先ほど言った学校教育会が委託炊飯

指定工場というのは自分たちで決めるからとい

うことなんですが、そういう事情があるわけで

すね。こういう雇用情勢の大変なときに４名雇

用を失うというのも大変なことなもんですから、

あるかどうかも含めて当然いろいろあるんでし

ょうけど、この辺は当市の意向として、ぜひそ

ういう要望を強く要望できないのか、あくまで

も学校給食会で決めるんだからおまえら文句言

うなと、こういう意識なのか、市として、市の

教育委員会として、ぜひそういうことの意向を

酌んで選定してほしいとできるのかどうか、そ

れについての考えについて教育長にお伺いした

いと思います。 

○町田義昭委員長 大滝昌利教育長。 

○大滝昌利教育長 業者選定の要望はできないの

かというご質問ですけども、教育委員会として

も県の学校給食会に問い合わせをしました。そ

の結果、県の学校給食会の見解としては、「原

則的にはパンと米飯の一体化供給が基本という

ことで、県の学校給食会、県の学校給食パン炊

飯協会置賜地区学校給食委託工場による置賜地

区安定供給会議で確認がなされている」という

ことですが、「市の要請や置賜教育事務所の意

見も聞いて、安全・安心でおいしい米飯、そし

て安定供給ができる業者、また委託工場の経営

者には学校給食に深い理解を持ち、かつ協力的

で社会的信用度、過去の実績等を総合的に判断

して選定をしたい」ということです。 

 現在、安城本店にかわる業者というのは市内

では聞いておりませんので、教育委員会として

は学校給食は安全・安心を優先にし、安定して

供給できる業者、そしてより温かくおいしい米

飯の供給と定刻搬送ですね、これを考慮して、

より当市に近い業者が望ましいというふうに考

えていますので、教育委員会でも協議をして要

請書の提出を検討したいというふうに思ってい

るところです。以上です。 

○町田義昭委員長 ４番、大道寺 信委員。 

○４番 大道寺 信委員 ありがとうございまし

た。ぜひそういうことでお願いしたいと思いま

―２４５― 



 

＋

 けがの程度でございますが、最初から意識は

あったということであり、公立置賜総合病院に

搬送され診察を受けましたが、骨折はしておら

ず、打撲程度のけがだということでございます。

ただし、頭を打っているといけないという、そ

ういったことから１日入院して様子を見るとい

うことでございます。 

す。 

 ちょっと時間足りなくて、通知してる内容で

質問できなかったことについては申しわけなく

思っておりますが、また機会がありましたらや

らせていただきたいと思います。 

 以上で私からの質問を終わりたいと思います。

ありがとうございました。 

 以上、ご報告申し上げます。 ○町田義昭委員長 ここで暫時休憩いたします。

再開は３時25分といたします。  

午後 ３時２７分 再開  

 午後 ３時０４分 休憩 

○町田義昭委員長 それでは休憩前に復し、会議

を再開いたします。 

 

○町田義昭委員長 会議を再開する前に、市長か

ら行政報告をしたい旨の申し出がありますので、

これを受けることといたします。 

 総括質疑を続行いたします。 

 

  内谷重治市長。 

 髙橋孝夫委員の総括質疑 ○内谷重治市長 本日午前10時40分から50分の間

に発生いたしました勤労センター内、市民体育

館における事故についてご報告いたします。 

 

 

＋ ＋ 発生場所は、ただいま申し上げましたように、

屋城町６の53、勤労センター内、市民体育館で

ございます。井上敦仁さん、平成16年12月生ま

れの３歳でございます。めぐみ幼稚園の園児で

ございます。 

 

○町田義昭委員長 順位５番、議席番号10番、髙

橋孝夫委員。 

○１０番 髙橋孝夫委員 私は、市民がまちづく

りに参加できているという実感を持てるまち長

井となるよう願いながら総括質疑を行います。

２点について私の考え方も含め質問申し上げま

すので、明確な答弁をいただきますようにお願

いをしておきたいと思います。なお、便宜上、

通告しております質問項目の２番目から質問さ

せていただきますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 事故の状況でございますが、市民体育館の２

階フロアでめぐみ幼稚園の運動会の練習をして

おりましたが、床に設置されております避難は

しごが収納されているふた、これは約60センチ

掛ける80センチでございます。これが２カ所あ

るうちの東側のふたでございます、このふたか

ら屋外の地面に落下したという事故でございま

す。正しい操作をいたしますと、避難はしごが

自動的に下におりる仕掛けになっております。

避難するための施設であり、ふだんから施錠し

たり上に物を置いたりしては消防上いけないと

いうことになってるものでございます。落ちた

ときの詳しい状況は現在のところ不明でござい

ます。 

 資源ごみ売却代金の使途は市や置広の判断だ

けでよいのかについて伺います。 

 第１点目は、有価物売却代金の推移について

市民課長に伺います。 

 平成15年度以降平成19年度までの有価物売却

代金の推移について、それと同時に売却量の推

移についても、まずお聞かせをいただきたいと

―２４６― 
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